










図表Ⅱ−8　例4）道路交通流・交通モード連携の最適化

・道路交通を総合的にマネジメントし、ダイナミックな情
報提供と、多様な移動手段の連携により、個々の移動
ニーズに即応する。

・個々が選んだ移動と道路空間有効活用が両立する。
・広域道路ネットワークが構築され、道路の実質交通容量

が拡大する。

●例4） 道路交通流・交通モード連携の最適化
　マルチモードあるいはシームレスモビリティの事であ
る。ICT、ビッグデータを使う事によって統合されたマル
チモードネットワークの構築が出来る。
　例えば、スマートフォンでの個人スケジュール管理と移
動との融合が自動でできる。その人のその日の活動予定と
出発地を選ぶと、最適ルートと共に、自動車で行くか公共
交通で行くか徒歩か自転車か、多様な交通手段の中で快適
でかつ最適な組み合せを実現するものである。
　これら情報提供を上手くすることで、個と全体最適の両
立が可能となる交通社会を想定している。

 これらのありたい社会に実現するため、実現展開すべき
ITSサービスを7つの重点領域にくくった。それに向け、
短期的なアクションとして可能なプロジェクトをこれから
5年間という形で起案している。

（1）高度運転支援システムによる交通事故ゼロ・渋滞ゼロ
　交通事故の死者数は減少を続けているが、減少は鈍化し
事故形態の構成が変化してきている。事故死者の約半数が
歩行中・自転車乗車中の高齢者であり、生活道路で発生し
た事故の比率が高まっている。従来の幹線道路や高速道路
を中心とした全国一律の対策に加えて、これまで体系的な
取組みが進んでいなかった地域の生活圏の実情に即した原
因分析と対策を地域主体で体系的に進めることが必要に
なっている。技術面でも、これまで自動車対自動車の事故
対策に有効な技術の開発が中心であったが、今後は、歩行
者、自転車、鉄道車両などを対象とした新たな技術の開発
が必要である。

4. 今後、実現・展開すべきITSサービス

して使うことで、負荷のバランス調整が出来る。
　クルマが単にエネルギーを消費する立場ではなく、無駄
な電力消費の削減やピークカットで、電力調整の一翼を
担ってゆくようになる。これがスマートグリッドにとって
メリットになり、グリッドや地域、あるいは都市のエネル
ギー管理が総合的になされるという事になる。

（1）高度運転支援システムによる交通事故ゼロ・渋滞ゼロ
－協調ITSによる安全で効率的な移動の支援
－高度運転支援システムによる画期的な安全性向上と渋滞削減
－交通弱者の安全対策、生活道路における歩行者・自転車の

安全確保
－既存サービス・技術のさらなる展開

（2）移動支援情報プラットフォームによる効率的交通課題の解決
－道路交通に関わる情報の収集・共有
－「地域ITS情報センター」の構築
－日米欧共通のCO2排出量評価手法の構築による低炭素化の

推進

（3）都市のモビリティを支えるマルチモード輸送の革新
－多様な交通モードの連携
－マルチモード交通の利用を支えるITSシステム

（4）道路交通の総合的なマネジメント
－広域道路ネットワークの構築と総合的なマネジメント
－道路交通の総合的マネジメント
－災害対応

（5）物流の効率化
－産業競争力を支える効率的な輸送
－多様なライフスタイルを支える生活物資の物流
－レジリエントなサプライチェーンマネジメント

（6）エネルギー利用の最適化
－環境にやさしい車両の普及促進
－地域や家庭におけるエネルギー利用の最適化
－災害対応に資するクルマの蓄電・給電機能の利用

（7）国際協力の推進
－国際連携におけるリーダーシップ
－ITSシステム・サービスの海外展開

　ITS分野では、車両の安全装備の充実を図ってきており
（自律型安全運転支援）、協調型運転支援も世界に先駆け
て実用化した。今後は、これらを車車間通信や歩行者・自
転車の通信を含めて融合し、さらに隊列自動運転システム
の開発などで確立した要素技術を織り込んだ高度安全運転
支援システムの実用化と普及に注力する。

（2）移動支援情報プラットフォームによる効率的交通課題
の解決

　ネットワーク社会の進展がもたらした社会の変化は、個
人の力の発揮の機会拡大やコミュニティ・基礎自治体の役
割の拡大であった。こうした力を活用した情報基盤（移動
支援情報プラットフォーム）を構築することにより地域に
根ざした交通課題解決や都市交通の低炭素化などグローバ
ルな課題解決に ITS 技術を効果的に活用できるようにす
る。
　官民それぞれが保有している交通関連情報をデジタル

　この技術は、安全に加えて、大局的な交通流の円滑化に
も寄与するものである。交通が整流化することによる交通
容量の拡大や、道路ネットワークの時空間的な利用の最適
化により交通の偏りを解消し、渋滞の解消、環境負荷低減
に貢献する。

化・標準化して二次利用する環境を整備する。住民サービ
スや災害対応の主体である市町村がこれらの情報に容易に
アクセスし、併せて提供されるデジタル地図などの情報活
用ツールを利用してきめ細かな情報提供をタイムリーに行
うことができるようにする。
　さらに、CO2 排出量の定量評価に基づく都市交通の低炭
素化の推進など公共目的での活用や革新的なビジネスの展
開が進展することを支援する。
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（3）都市のモビリティを支えるマルチモード輸送の革新
　多様化する都市・地域の機能、そして、高齢者から子供
まで様々な世代のライフスタイル・コミュニケーションの
欲求に応える社会を支えるため、誰もがいつでもどこにで
も快適に移動できるモビリティを実現する。
　わが国の大都市では公共交通が整備されており公共交通
の分担率が高い。しかし、混雑する公共交通を乗り継いで
の移動は、高齢者や小さな子供連れにとっては負荷が高
く、door-to-doorの移動が可能で、道路空間に制約のある
大都市でも利用可能な超小型電気自動車のような移動手段
が必要である。大都市型の公共交通と個別交通の最適な組
み合わせ利用を支援する新たな移動手段と情報システムを
提供する。
　数十万人規模の中核都市では、自家用自動車への依存度
が高く通勤時を中心に渋滞が深刻である。一方、昼間は交
通需要がそれほど大きくなく居住地区や商業施設・公共施
設が郊外に分散するため、従来型の公共交通を追加整備す
ることは困難である。そこで、既存の公共交通と自家用自

動車交通をパークアンドライドや新たな運行形態で組み合
わせた総合交通体系を構築し、運用管理と利用者への情報
提供システムを構築し利用を促進する。
　交通需要密度の低い地方部では、オンディマンドバスや
乗り合いタクシーなど多様な運行方式を組み合わせて、す
べての住民の最低限のモビリティを公共的交通手段で確保
する。高齢になっても本人の意思で移動し社会活動に継続
的に参加できるよう、高度運転支援機能を備えた小型車両
の実用化を推進する。
　都市交通システムの理念・グランドデザインを描いたう
えで、輸送手段の構成要素、情報システムの構成要素を定
め、多様な都市のニーズやライフスタイルに応える交通シ
ステムを構築する。これを実現するため、次世代技術を活
用した移動体の普及、ICT技術を活用した次世代ITSの導
入、効率的な交通･物流インフラの整備、さらには、市民
および企業の自主活動の推進、法整備と政策の実行といっ
た複合的なアプローチを推進する。

（4）道路交通の総合的なマネジメント
　経済活動や生活を支える道路インフラは、あらゆる状況
下で継続的に安全に走行できる環境を維持しなければなら
ない。財源に制約がある中でこれを実現するために、基礎
的な道路インフラの整備を行った上で、ITS技術を活用し
た合理的経路選択により交通需要を分散して、交通流の整
流化や道路の実質交通容量を拡大する。
　災害時には、観測装置や走行車両からのデータを集約し
て避難誘導や緊急車両の通行路確保を行い、救援物資輸送
ルートを的確に案内する。

（5）物流の効率化
　近年のサプライチェーンのグローバル化は著しく、我が
国の産業においても、世界中の様々な地域から部品を調達
し製品を組み上げることが日常的に行われている。グロー
バルにネットワーク化した調達・生産・販売ネットワーク
を駆使して費用・時間・中間在庫を削減し、需要や価格の
変動や社会情勢に即応する能力が産業競争力の鍵を握るよ
うになってきた。もはや、国内の工業生産高に着目して経
済成長をとらえるのではなく、柔軟で情勢変化にしなやか
に対応する情報と物流のネットワークを構築し、世界に向
けて新たな価値を創造する拠点づくりを目指さなければな
らない。
　我々の生活においても、物流は単なる運搬手段という位
置づけを超え、インターネットショッピングや料金決済と
一体となった即日配送により購買形態を変化させ、結果と
して多様なライフスタイルを支える重要な要素となった。
　企業活動において、物流のグローバル化、ネットショッ
ピングなど商流と融合した物流ネットワーク構築、災害時
も事業継続が可能なレジリエントなサプライチェーン構築
などにITS技術を活用し、企業活動の生産性を飛躍的に高
め、国際競争力を向上させる。そして、多様なライフスタ
イルの実現を支え、自分らしさの発揮を支えるサービスを
提供する。

（6）エネルギー利用の最適化
　地球規模での地球温暖化対策とエネルギーの安定的確保
が重要課題となっており、エネルギー源の多様化、自然エ
ネルギーを活用した分散発電、エネルギー自給率の向上な
どの対策が進められている。
　運輸部門は、日本全体の約 20%、自動車が運輸部門の
90%近くのCO2を排出しており、地球温暖化対策に関する
京都議定書の目標達成計画に基づき対策を進め効果を上げ
てきた。しかし、厳しさを増すエネルギー供給を巡る環境
に対応するため、車両単体のエネルギー消費効率を一層高
めるとともに、道路交通流改善、移動のマルチモード化、
交通行動変革を統合的に推進する。
　車両のエネルギー効率向上は、駆動源の電動化が大きな

役割を担っており、家庭や地域のエネルギーマネジメント
の構成要素として電力の需給バランス調整にも貢献する。
さらに、災害時には避難場所での電力供給や交通信号機な
ど公共インフラの緊急電源として活用できるようにする。
　このように、環境にやさしい車両の普及を促進するとと
もに、地域や家庭におけるエネルギー利用の最適化、災害
対応に資する自動車の蓄電・給電機能の利用を推進する。

（7）国際協力の推進
　これまでに述べた、高度運転支援システム、交通情報プ
ラットフォームの構築・活用、マルチモード輸送の普及、
物流の効率化、エネルギー消費の削減など、いずれもグ
ローバルな共通課題でありシステム構築や技術の標準化に
おいて国際連携が不可欠である。ITSの実用化と普及で先
行した我が国として、次世代のシステムにおいて国際協調
でリーダーシップを発揮する。
　国際活動として、新興国の交通課題解決に積極的に貢献
することも重要である。経済発展や生活水準向上の基盤と
して交通システムが重要な役割を果たすが、我が国の高度
経済成長期には急速な経済成長に伴う交通需要の急増に道
路交通インフラや社会システムの整備が追いつかず交通事
故、大気汚染、交通渋滞など深刻な課題に直面した。これ
に対し道路施設の整備や教育・取り締まりなどの人対策、
そして、ITSの導入という技術革新により対処してきた。
　現在、世界経済の成長をリードしている新興国では、急
速な経済成長と大都市への集中により日本の高度成長期よ
りも難しい交通課題に直面している。世界が一つのグロー
バル経済へ融合する中で、これらの国々と共に持続的な発
展を続けるためには、いわば、数十年前に課題を先取りし
克服してきた我が国の経験を活かして課題解決に貢献する
ことが必要である。
　しかし、我が国と同様の時系列的プロセスを踏む訳では
ない。既に先進の情報システムは新興国においても活用さ
れており、むしろ、既存の仕組みが構築されていないた
め、日本よりも早いペースで新技術の活用が進んでいる面
もある。また、都市ごとに歴史や風土など社会的背景や発
展段階に違いがある。そこで、単純に日本で実績のあるシ
ステムを輸出するのではなく、現地のパートナーとなる企
業の人材の育成を行いながら、現地の実情にあわせたシス
テムを提案することが肝要である。

 　我々としてはこれらを現実的なプロジェクトに落し込
み、実際の活動に進めていきたいと考えている。

　なお「ITS による未来創造の提言」全文は巻末および
ITS Japanのホームページに掲載しているので、一読頂け
たら幸いである。（http://www.its-jp.org/）
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（3）都市のモビリティを支えるマルチモード輸送の革新
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